
 
 

市議会第１５回定例会 一般質問 

違法状態を庁内で共有できず  
 

東日本大震災の発生から3年が過ぎました。震災は、私た

ちに多くの問題を提起し、それを教訓にして各自治体が新

たな防災対策に取り組んでいます。 

当時、宮城県の気仙沼市では漏洩した重油が広がって街

一面が火災に包まれ、千葉県市原市ではLPGタンクが転倒

し爆発、炎上しました。自然災害は、不可避であっても二

次災害の危険は排除し「災害に強いまちづくり」を進めて

いかなければなりません。 

今回の質問は、市民文化公園に民間事業者の石油パイプ

ラインが埋設していることについてです。市民文化公園は、

市民のための広域避難場所として市民生活部危機管理室が指定しています。都市建設部では、

公園法上から石油パイプラインを埋設することは問題ないとして占有料を徴収していました。

しかし、石油パイプライン事業法の関係省令では、石油パイプラインを避難場所に設置するこ

とは、いかなる理由があっても認められないとしているため、明らかに法令違反であることを

取り上げました。 

市側は、部局間の連携

や情報共有がなされてい

ないことを認め、市民文

化公園の一部を広域避難

場所の指定から解除する

ことを決めました。 

石油パイプラインが埋

設されていることを知ら

ないまま広域避難場所と

して指定したことは問題

ですが、民間事業者が埋

設している石油パイプラ

インを優先し、広域避難

場所の指定を解除する判

断にも疑問が残ります。 
 

 人口減少社会への対応  市民サービスを充実すべき！  
 

苫小牧市の人口推計は、２０２０年に１６万３千人、２０３５年に１４万２千人と国立社会保

障・人口問題研究所が予測しました。人口減少社会においては、市民サービス向上による定住促
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災害に強い 
まちづくり 

へ指摘 



進と転入者に対するサービスが重要です。千歳市では、市民病院の入院費用（分娩費用、差額ベ

ッド料金）などが市民と市民以外では

違います。 

市民であって良かった、市民である

からこそ受けられるサービスを苫小

牧市でも充実する考えは無いのか見

解を求めました。市側は、定住自立圏

の推進の中で市民サービスの拡充を

検討したいと消極的な答弁でした。 

 また、定住促進については、昨年の

転出者が 6,141 人で、転入者は

6,328 人と 187 人の社会増加があ

りましたが、本市では、転入者に対し

て苫小牧市の情報誌や家庭ゴミの有

料化の情報など一切提供していない

ことが分かりました。転入者へ対するサービスを今後どのようにするのか見解を求めました。市

側は、関係部署間で連携を図ってパンフレットなどを一括配布することを示しました。 
 

 エガオのテナント支援拡大 
 

補正予算（案）審議では、私の

質疑で駅前商業ビルエガオのテナ

ント店主会の自主運営に対する支

援策が示されました。市が行った

調査の結果、テナント総数は３３

店で、中心市街地への移転希望は

１５店ありましたが、他の商業地

域への移転希望も多々あることが

明らかになりました。本支援策は、

テナントが中心市街地の空き店舗

に移転する場合は支援しますが、

中心市街地外の商業地域へ移転す

る場合は、支援しないという地域

限定の支援策でありました。「テナ

ント支援であれば移転場所に制約

をつけるべきではない、市内の商

業地域への移転であれば同等に扱

うべき」として市長の見解を求めました。 
市長は、エガオのテナント支援のための緊急避難的な措置として、他の商業地域へ移転する場

合も支援したい旨の見解を示しました。 
 

 
 

 
中心市街地だけに特化した財政支出は、一時的ならある程度我慢できても継続的な支出や拡大

となれば高額になり、市民の間から疑問と不満の声が噴出する可能性があります。枠を拡大して

中心市街地の商店街だけを助けるというのであれば、他の商店街との公平性に欠けます。室蘭市

では、中心市街地活性化とは別に全地域で空き店舗支援事業を展開していることから、今後、こ

れも参考に全市的に取り組むべきと指摘しました。 
《熱血現場主義》小さなことでも身近な問題を地域から発信します！ 

 

 

商業政策は、中心市街地だけが特別では無い！ 


